
























展開のプロセスを詳述する。具体的には、2019 年 10 月に実施した美山町の鶴ヶ
岡振興会へのインタビュー調査から、①高齢者等の買い物弱者に対する生活支
援の方策、②中山間地域等における「小さな拠点」の役割という 2 点を明示する。
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自動車利用が困難な 65 歳以上とされている 2。












1 　農林水産政策研究所「2015 年の食料品アクセス困難人口は全国で 825 万人、うち後期
高齢者が 65％」https://www.maff.go.jp/primaff/seika/pickup/2019/19_06.html （最終閲覧
日　2020 年 7 月 25 日）
2 　農林水産省「食料品アクセス困難人口の推計結果の公表及び推計結果説明会の開催に
ついて」https://www.maff.go.jp/j/press/kanbo/kihyo01/180608.html（最終閲覧日　2020
年 7 月 25 日）
3 　経済産業省「買物弱者応援マニュアル ver3.0」






































4 　平成 22 年度の内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」において、「日
常の買い物に不便」と回答した割合と、総務省統計局の平成 22 年 10 月 1 日および平成
26 年 10 月 1 日の人口推計を掛け合わせたもので、ここから約 700 万人という推計値を算
出している。










































　また総務省は、2011 年度から 2015 年度までに実施した買い物弱者対策に関
する実態調査から、①配食、②買物代行、③宅配、④移動販売、⑤店舗開設、
⑥交通、⑦その他（配達、買い物付き添い、買い物ツアー）という 7 つに分




















































図 1 買い物弱者問題に対する取り組みの概要 


































図 2 「小さな拠点」のイメージ 
出典 内閣府ホームページ5より。 
                                         
5 内閣府ホームページ「小さな拠点について」
https://www.cao.go.jp/regional_management/about/objective/index.html （最終閲覧日  2020
年 9 月 14 日） 
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　また藤澤 (2017) は、本稿でも取り上げる南丹市美山町の道の駅 6 を事例の一
つとして挙げ、ケーススタディを展開しているが、小さな拠点の成果として、













図 1 買い物弱者問題に対する取り組みの概要 














about/objective/index.html （最終閲覧日　 2020 年 9 月 14 日）
6 　ただし、ここでは美山町内の平屋地区に位置する「道の駅美山ふれあい広場」である
一方で、本稿で中心的に取り上げるのは同じ町内ではあるが、鶴ヶ岡地区の事例である。























                                         
5 内閣府ホームページ「小さな拠点について」
https://www.cao.go.jp/regional_management/about/objective/index.html （最終閲覧日  2020
年 9 月 14 日） 



















　南丹市美山町は、1955 年に 5 つの村が合併してできた町であり、京都府の中
央部に位置する町である。2020 年 8 月時点の町人口は 3,653 人、鶴ヶ岡地区 18
集落では 665 人となっている。また美山町では、1995 年から 2015 年にかけて
30% の人口減少がみられているほか、高齢化率は 45% を超えており、これは
南丹市全体よりも 10% ほど高くなっている。
　人口の推移でみると、合併以後の 1955 年および 1960 年には 1 万人以上の人
口がいたものの、その後、2000 年には 5,231 人、2010 年には 4,370 人と減少傾
向にある。南丹市全体でみれば、1995 年を 100% とした場合の 2015 年の数値で、
園部町では 103%、その他の地域でも 80 〜 90% であるが、美山町では 70% と、
7 　本調査は、美山町鶴ヶ岡振興会の会長である下田敏晴氏を対象に実施したものである。
また、調査には大谷大学社会学部コミュニティデザイン学科の 1・2 年生 4 名も同行して
いる。




















                                         
8 これは「美山方式」とも呼ばれ、2020 年の南丹市議会 9月定例会の個人質問においても、コロナ
禍における対応として、美山町の地域振興会で行っている行政事務を「サテライトオフィス」のよ
うに捉え、南丹市内の他地域にも拡大していく提案が出されている。 
















を立ち上げること 8 となった（小島 , 2010）。




















                                         
8 これは「美山方式」とも呼ばれ、2020 年の南丹市議会 9月定例会の個人質問においても、コロナ
禍における対応として、美山町の地域振興会で行っている行政事務を「サテライトオフィス」のよ
うに捉え、南丹市内の他地域にも拡大していく提案が出されている。 
8 　これは「美山方式」とも呼ばれ、2020 年の南丹市議会 9 月定例会の個人質問においても、
コロナ禍における対応として、美山町の地域振興会で行っている行政事務を「サテライ
トオフィス」のように捉え、南丹市内の他地域にも拡大していく提案が出されている。




1997 年に JA の広域合併に伴ってこの支所が廃止されることとなった。JA 支
所廃止による代替機能として、地域住民 106 名の出資によって「有限会社タナ
セン」を 1999 年に設立した。この際、振興会が 300 万円を出資し、地域住民

















真宗総合研究所紀要 第 38 号 
 9
3.2. 鶴ヶ岡振興会と有限会社タナセン 
 鶴ヶ岡地区では、1995 年に JA（農業協同組合）の支所を新築したものの、1997
年に JA の広域合併に伴ってこの支所が廃止されることとなった。JA 支所廃止に
よる代替機能として、地域住民 106 名の出資によって「有限会社タナセン」を 1999
年に設立した。この際、振興会が 300 万円を出資し、地域住民は 1 口 5 万円で、



















写真 1 「ムラの駅たなせん」の外観 
（筆写撮影） 
写真 2 「ムラの駅たなせん」の店内で 
販売される農作業用品（筆写撮影） 
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買い物弱者対策としての「小さな拠点」の役割70
始することは現実的に困難であった。
　こうしたことを背景に、2013 年 12 月から 2015 年 3 月まで、試行的に高齢者









ることができる。なお 2018 年度の実績で、利用者の平均年齢は 84.3 歳、1 日


























体制を整備している。2019 年 4 月時点での年齢別人口をみると、鶴ヶ岡地区
18 集落のうち、およそ半数で平均年齢が 60 歳以下となっており、うち 3 集落
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